
人事委員会規則

�愛媛県人事委員会規則７－１０４７
期末手当及び勤勉手当の支給等に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成１９年１２月７日

愛媛県人事委員会委員長 稲 瀬 道 和

期末手当及び勤勉手当の支給等に関する規則の一部を改正する規則

期末手当及び勤勉手当の支給等に関する規則（愛媛県人事委員会規則７－２０４）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（期末手当の支給を受ける職員）

第３条 職員給与条例第１９条第１項後段又は教育職員給与条例第１９

条第１項後段の規則で定める職員は、次の各号に掲げる職員と

し、これらの職員には、期末手当を支給しない。

�・� 省略

� その退職に引き続き次に掲げる者（非常勤である者にあつて

は、短時間勤務職員その他人事委員会の定める者に限る。）と

なつたもの

ア～ウ 省略

エ 省略

オ 省略

カ 省略

（期末手当に係る在職期間）

第７条 前条第１項の在職期間には、次に掲げる期間を算入する。

� 省略

� 基準日以前６箇月以内の期間において、次に掲げる者が引き

続き職員給与条例又は教育職員給与条例の適用を受ける職員と

なつた場合は、その期間内においてそれらの者として在職した

期間

ア～ウ 省略

エ 省略

オ 省略

カ 省略

２ 省略

（一時差止処分に係る在職期間）

第７条の２ 省略

２ 前条第１項第１号アからオまでに掲げる者及び同項第２号アか

らオまでに掲げる者が引き続き職員給与条例又は教育職員給与条

例の適用を受ける職員となつた場合は、それらの者として在職し

（期末手当の支給を受ける職員）

第３条 職員給与条例第１９条第１項後段又は教育職員給与条例第１９

条第１項後段の規則で定める職員は、次の各号に掲げる職員と

し、これらの職員には、期末手当を支給しない。

�・� 省略

� その退職に引き続き次に掲げる者（非常勤である者にあつて

は、短時間勤務職員その他人事委員会の定める者に限る。）と

なつたもの

ア～ウ 省略

エ 日本郵政公社の職員

オ 省略

カ 省略

キ 省略

（期末手当に係る在職期間）

第７条 前条第１項の在職期間には、次に掲げる期間を算入する。

� 省略

� 基準日以前６箇月以内の期間において、次に掲げる者が引き

続き職員給与条例又は教育職員給与条例の適用を受ける職員と

なつた場合は、その期間内においてそれらの者として在職した

期間

ア～ウ 省略

エ 日本郵政公社の職員

オ 省略

カ 省略

キ 省略

２ 省略

（一時差止処分に係る在職期間）

第７条の２ 省略

２ 前条第１項第１号アからオまでに掲げる者及び同項第２号アか

らカまでに掲げる者が引き続き職員給与条例又は教育職員給与条

例の適用を受ける職員となつた場合は、それらの者として在職し
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た期間は、前項の在職期間とみなす。

（勤勉手当の成績率）

第１４条 法第２８条の４第１項、第２８条の５第１項又は第２８条の６第

１項若しくは第２項の規定により採用された職員（次条において

「再任用職員」という。）以外の職員の成績率は、当該職員の職

務について監督する地位にある者による勤務成績の証明に基づ

き、当該職員が次の各号のいずれに該当するかに応じ、当該各号

に定める割合の範囲内を基本として、任命権者が定めるものとす

る。ただし、任命権者は、その所属の職員給与条例第１９条の４第

１項又は教育職員給与条例第１９条の４第１項の職員が著しく少数

であること等の事情により、第１号及び第２号に定める成績率に

よることが著しく困難であると認める場合には、別段の取扱いを

することができる。

� 勤務成績が特に優秀な職員 １００分の９５．５以上１００分の１５５以

下（職員給与条例第１９条第２項に規定する特定幹部職員（以下

この条及び次条において「特定幹部職員」という。）にあつて

は、１００分の１２１．５以上１００分の１９５以下）

� 勤務成績が優秀な職員 １００分の８５ 以上１００分の９５．５未満

（特定幹部職員にあつては、１００分の１０８以上１００分の１２１．５未

満）

� 勤務成績が良好な職員 １００分の７４．５（特定幹部職員にあつ

ては、１００分の９４．５）

� 勤務成績が良好でない職員 １００分の７４．５未満（特定幹部職

員にあつては、１００分の９４．５未満）

２ 前項第１号の場合において、当該職員（特定幹部職員を除

く。）が業務成績の向上、能率の増進、発明考案等により、職務

上特に功績があり、表彰を受けた場合又はこれに準ずる場合の成

績率は、１００分の１５５とする。

３ 省略

第１４条の２ 省略

２ 前条第３項の規定は、前項第３号に該当する者として成績率を

定める場合に準用する。

た期間は、前項の在職期間とみなす。

（勤勉手当の成績率）

第１４条 法第２８条の４第１項、第２８条の５第１項又は第２８条の６第

１項若しくは第２項の規定により採用された職員（次条において

「再任用職員」という。）以外の職員の成績率は、当該職員の職

務について監督する地位にある者による勤務成績の証明に基づ

き、当該職員が次の各号のいずれに該当するかに応じ、当該各号

に定める割合の範囲内を基本として、任命権者が定めるものとす

る。ただし、任命権者は、その所属の職員給与条例第１９条の４第

１項又は教育職員給与条例第１９条の４第１項の職員が著しく少数

であること等の事情により、第１号及び第２号に定める成績率に

よることが著しく困難であると認める場合には、別段の取扱いを

することができる。

� 勤務成績が特に優秀な職員 １００分の８６ 以上１００分の１４５以

下（職員給与条例第１９条第２項に規定する特定幹部職員（以下

この条及び次条において「特定幹部職員」という。）にあつて

は、１００分の１１１ 以上１００分の１８５以下）

� 勤務成績が優秀な職員 １００分の７８．５以上１００分の８６ 未満

（特定幹部職員にあつては、１００分の１０１以上１００分の１１１ 未

満）

� 勤務成績が良好な職員 １００分の７１ （特定幹部職員にあつて

は、１００分の９１ ）

� 勤務成績が良好でない職員 １００分の７１ 未満（特定幹部職員

にあつては、１００分の９１ 未満）

２ 前項第１号の場合において、当該職員（特定幹部職員を除

く。）が業務成績の向上、能率の増進、発明考案等により、職務

上特に功績があり、表彰を受けた場合又はこれに準ずる場合の成

績率は、１００分の１４５とする。

３ 省略

第１４条の２ 省略

２ 前条第２項の規定は、前項第３号に該当する者として成績率を

定める場合に準用する。

附 則

１ この規則は、公布の日から施行する。

２ 改正後の期末手当及び勤勉手当の支給等に関する規則第１４条第１項及び第２項の規定は、平成１９年１２月１日から適用する。

�愛媛県人事委員会規則７－１０４８
地域手当に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成１９年１２月７日

愛媛県人事委員会委員長 稲 瀬 道 和

地域手当に関する規則の一部を改正する規則

地域手当に関する規則（愛媛県人事委員会規則７－１０２６）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

附 則

２ 平成２２年３月３１日までの間における条例第９条の２第２項各号

の人事委員会規則で定める割合は、次の表のとおりとし、同日ま

での間における条例第９条の３の人事委員会規則で定める割合

は、１００分の１２とする。

附 則

２ 平成２２年３月３１日までの間における条例第９条の２第２項各号

の人事委員会規則で定める割合は、次の表のとおりとし、同日ま

での間における条例第９条の３の人事委員会規則で定める割合

は、１００分の１２とする。

支給割合 支給地域 支給割合 支給地域

１００分の１４．５ 省略 １００分の１４ 省略

愛 媛 県 報平成１９年１２月７日 第１９２０号外２
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省略 省略

附 則

１ この規則は、公布の日から施行する。

２ 改正後の地域手当に関する規則附則第２項の規定は、平成１９年４月１日から適用する。

平成１９年１２月７日 発行

愛 媛 県 報平成１９年１２月７日 第１９２０号外２
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